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平成16年３月期  個別中間財務諸表の概要 
平成15年11月17日 

上場 会 社 名        株式会社日本トリム            上場取引所 東京証券取引所 市場第２部                

コ ー ド 番 号          ６７８８               本社所在都道府県  大阪府 

       （URL http://www.nihon-trim.co.jp） 

      代表者  役職名 代表取締役社長    氏名 森 澤 紳 勝       

問い合わせ先責任者  役職名 取締役経営企画部長  氏名 古 閑 信 夫           ＴＥＬ(06) 6456-4600 

決算取締役会開催日  平成15年11月17日  中間配当制度の有無     ○有  ・ 無 

中間配当支払開始日     －           単元株制度採用の有無   ○有 （1単元50株）・ 無 

１．15年９月中間期の業績（平成15年４月１日～平成15年９月30日） 

(1) 経営成績                                                                    （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

15年９月中間期 ５，１６２（  1.1） １，２０３（△5.9） １，２４３（△5.3） 

14年９月中間期 ５，１０７（ 68.1） １，２７９（110.8） １，３１３（102.7） 

15年３月期 ８，８０７      １，７５０       １，８０９     
 

 中間（当期）純利益 
1 株 当 た り 中 間 

（ 当 期 ） 純 利 益 

 百万円   ％ 円  銭 

15年９月中間期   ６８８（△5.7） １４９．９０ 

14年９月中間期  ７２９（117.2） １５９．０６ 

15年３月期 ９２７ ２０２．０７ 

(注) １．期中平均株式数 15年9月中間期4,590,002株 14年9月中間期4,588,390株 15年3月期4,592,260株 

   ２．会計処理の方法の変更   有 ・ 無 

   ３．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2) 配当状況 

 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 

 円  銭 円  銭 

15年９月中間期        ０．０ ― 

14年９月中間期        ０．０ ― 

15年３月期 ― ３０．００ 
 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株 当 た り 株 主 資 本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

15年９月中間期 ８，８０９ ６，６７６ ７５．８ １，４５５．６１ 

14年９月中間期 ８，０４９ ５，９６９ ７４．２ １，３０１．０９ 

15年３月期 ８，１１７ ６，１７０ ７６．０ １，３４０．６７ 

(注) １．期末発行済株式数 15年9月中間期4,584,790株 14年9月中間期4,588,390株 15年3月期4,602,690株 

   ２. 15年9月中間期における旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の権利行使による新株発行株

式数4,000株（1株の発行価額921円、資本組入額461円） 

３．期末自己株式数 15年9月中間期   24,600株 14年9月中間期     ―  株 15年3月期    2,700株 
 

２．16年３月期の業績予想（平成15年４月１日～平成16年３月31日） 

１株当たり年間配当金 
 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期 末  

 百万円 百万円 百万円 円   銭 円   銭 

通 期 １０，２１６ ２，３１７ １，２２５ ３０．００ ３０．００ 

(参考) 1株当たり予想当期純利益（通期）２６６円 ３０銭
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１．中 間 財 務 諸 表 等          

(1)中 間 財 務 諸 表          

① 中 間 貸 借 対 照 表               
（単位：千円）

 

当中間会計期間 
 

前中間会計期間 

(平成15年９月30日) (平成14年９月30日) 

前 事 業 年 度 の 
要約貸借対照表 
(平成15年３月31日) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（資 産 の 部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産        

１．現 金 及 び 預 金  3,220,519  3,128,063  3,191,080  

２．受 取 手 形  11,226  7,685  14,999  

３．売 掛 金  1,296,910  875,851  710,715  

  ４.         た な 卸 資 産  44,194  63,292  49,863  

５．繰 延 税 金 資 産  95,470  80,721  72,917  

 ６.  そ の 他  63,338  40,517  59,393  

 ７. 貸 倒 引 当 金  △1,300  △1,200  △1,300  

 流 動 資 産 合 計  4,730,360 53.7 4,194,933 52.1 4,097,670 50.5 

Ⅱ 固 定 資 産        

１．有 形 固 定 資 産        

(1) 建 物  617,987  662,000  637,973  

(2) 土 地  2,094,015  2,094,015  2,094,015  

(3) そ の 他  25,494  28,096  25,032  

有 形 固 定 資 産 合 計  2,737,496 31.1 2,784,112 34.6 2,757,021 34.0 

２．無 形 固 定 資 産  47,361 0.5 52,658 0.7 50,777 0.6 

３．投資その他の資産        

(1）投 資 有 価 証 券  207,043  192,587  181,452  

(2）長 期 貸 付 金  724,463  466,440  672,818  

(3）破 産 債 権  280,150  280,150  280,150  

(4）そ の 他  377,170  368,005  370,850  

(5）貸 倒 引 当 金   △294,700  △289,200  △293,700  

投資その他の資産合計  1,294,127 14.7 1,017,982 12.6 1,211,571 14.9 

 固 定 資 産 合 計  4,078,985 46.3 3,854,753 47.9 4,019,369 49.5 

 資 産 合 計  8,809,345 100.0 8,049,686 100.0 8,117,040 100.0 
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      （単位：千円）
 

当中間会計期間 
 

前中間会計期間 

(平成15年９月30日) (平成14年９月30日) 

前 事 業 年 度 の 
要約貸借対照表 
(平成15年３月31日) 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（負 債 の 部）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債        

１．買 掛 金  277,647  258,233  202,342  

２．未 払 法 人 税 等  551,000  600,000  498,037  

３．賞 与 引 当 金  77,000  72,000  66,000  

４．製 品 保 証 引 当 金  9,000  5,300  6,500  

５．返 品 調 整 引 当 金 11,000  ―   ―   

６．そ の 他  364,893  328,289  335,623  

 流 動 負 債 合 計  1,290,540 14.6 1,263,822 15.7 1,108,503 13.7 

Ⅱ 固 定 負 債        

１．退 職 給 付 引 当 金  140,886  148,460  142,416  

２．役員退職慰労引当金  93,745  39,647  79,295  

３. 預 り 保 証 金  508,867  523,024  514,304  

４. そ の 他  98,873  104,805  101,839  

 固 定 負 債 合 計  842,372 9.6 815,938 10.1 837,856 10.3 

 負 債 合 計  2,132,913 24.2 2,079,761 25.8 1,946,359 24.0 

         
（資 本 の 部）       

Ⅰ 資 本 金  983,838 11.2 974,157 12.1 981,994 12.1 

Ⅱ 新 株 式 払 込 金  2,763 0.0 ―  ― ―  ― 

Ⅲ 資 本 剰 余 金        

１．資 本 準 備 金  969,217  959,557  967,377  

資 本 剰 余 金 合 計  969,217 11.0 959,557 11.9 967,377 11.9 

Ⅳ 利 益 剰 余 金        

１．利 益 準 備 金  243,539  243,539  243,539  

２．任 意 積 立 金  3,770,000  3,020,000  3,020,000  

３．中間(当期)未処分利益  770,607  772,507  970,643  

利 益 剰 余 金 合 計  4,784,146 54.3 4,036,046 50.2 4,234,182 52.1 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  12,940 0.1 163 0.0 △2,309 △0.0 

Ⅵ 自 己 株 式  △76,473 △0.8 ―  ― △10,564 △0.1 

 資 本 合 計  6,676,432 75.8 5,969,925 74.2 6,170,680 76.0 

 負 債 ・ 資 本 合 計  8,809,345 100.0 8,049,686 100.0 8,117,040 100.0 
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② 中 間 損 益 計 算 書               
（単位：千円）

 

当 中 間 会 計 期 間 
 

前 中 間 会 計 期 間 
前 事 業 年 度 の 
要 約 損 益 計 算 書 

自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

    ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高  5,162,915 100.0 5,107,765 100.0 8,807,754 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価  1,631,255 31.6 1,661,916 32.5 2,843,167 32.3 

売 上 総 利 益  3,531,660 68.4 3,445,848 67.5 5,964,586 67.7 

 返品調整引当金繰入額  11,000 0.2 ― ― ― ― 

 差 引 売 上 総 利 益 額 3,520,660 68.2 3,445,848 67.5 5,964,586 67.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費  2,317,645 44.9 2,166,325 42.4 4,214,015 47.8 

営 業 利 益  1,203,014 23.3 1,279,523 25.1 1,750,570 19.9 

Ⅳ 営 業 外 収 益  60,268 1.2 64,580 1.2 124,347 1.4 

Ⅴ 営 業 外 費 用  19,334 0.4 30,862 0.6 65,777 0.8 

経 常 利 益  1,243,948 24.1 1,313,241 25.7 1,809,139 20.5 

Ⅵ 特 別 利 益  ― ― 579 0.0 405 0.0 

Ⅶ 特 別 損 失  26,510 0.5 35,772 0.7 68,157 0.7 

税引前中間(当期)純利益  1,217,438 23.6 1,278,048 25.0 1,741,388 19.8 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  559,718 10.8 599,232 11.7 872,731 9.9 

法 人 税 等 調 整 額  △30,324 △0.5 △50,999 △1.0 △59,294 △0.6 

中間（当期）純利益  688,044 13.3 729,815 14.3 927,951 10.5 

前 期 繰 越 利 益  82,562  42,691  42,691  

中間(当期)未処分利益  770,607  772,507  970,643  
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２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

期  別 
 
項  目 

当 中 間 会 計 期 間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前 中 間 会 計 期 間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

(1)有価証券 

①子会社株式 

  移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

（時価のあるもの） 

中間決算日の市場価格等に基 

づく時価法（評価差額は全部 

資本直入法により処理し、売 

却原価は移動平均法により算定） 

（時価のないもの） 

  移動平均法による原価法  

(1)有価証券 

①子会社株式 

同 左 

②その他有価証券 

（時価のあるもの） 

同 左 

 

       

 
 （時価のないもの） 

同 左 

(1)有価証券 

 ①子会社株式 

  同 左 

②その他有価証券 

（時価のあるもの） 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

（時価のないもの） 

  同 左 

 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(2)たな卸資産 

  製品 

 総平均法による原価法 

(2)たな卸資産 

同 左 

(2)たな卸資産 

  同 左 

 

 

    

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1)有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（付属設備を除く）について

は定額法）を採用しておりま

す。 

(1)有形固定資産 

同 左 

(1)有形固定資産 

 同 左 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1)貸倒引当金 

同 左 

(1)貸倒引当金 

  同 左 

 (2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充て

るため当中間会計期間に負担

すべき支給見込額を計上して

おります。 

(2)賞与引当金 

同 左 

(2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充て

るため翌期の支給額のうち当

期対応額を計上する支給見込

額基準によっております。 

 (3)製品保証引当金 

 販売済製品の無償修理費用

に充てるため、売上高に無償

修理費の実績率を乗じた額を

計上しております。 

(3)製品保証引当金 

同 左 

(3)製品保証引当金 

  同 左 
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期  別 
 
項  目 

当 中 間 会 計 期 間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前 中 間 会 計 期 間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 (4)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

(4）退職給付引当金 

 同 左 

(4)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務見込額及び年金資産残

高に基づき、当期末において

発生していると認められる額

を計上しております。 

 

 (5)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

 なお、過年度相当額について

は、第21期から３年間で均等繰

入することとしております。 

(5)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

 なお、過年度相当額について

は、当中間会計期間から３年間

で均等繰入することとしており

ます。 

(5)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

 なお、過年度相当額について

は、当期から３年間で均等繰入

することとしております。 

 (6)返品調整引当金 

 将来予想される返品による損

失に備えるため、過去の返品実

績率等に基づき、将来の返品に

伴う損失見込額を計上しており

ます。 

  

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

同 左 同 左 

５．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

(1)消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表示し

ております。 

(1)消費税等の会計処理 

同 左 

 (1)消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 
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３．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

期  別 
 
項  目 

当 中 間 会 計 期 間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前 中 間 会 計 期 間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

３．引当金の計上基準 

 

 (5)役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金について

は、従来、支出時の費用とし

て処理しておりましたが、当

中間会計期間から内規に基づ

く中間期末要支給額を役員退

職慰労引当金に計上する方法

に変更いたしました。 

 この変更は、近年の役員退

職慰労引当金設定の会計慣行

の定着化に鑑み、当中間会計

期間における「役員退職慰労

金規程」の新設を契機とし

て、役員の在任期間の長期化

により金額的重要性が増大す

る役員退職慰労金負担額を役

員の在任期間に合理的に費用

配分することにより、期間損

益の適正化及び財務体質の健

全化を図るために行ったもの

であります。 

 この変更に伴い、当中間会

計期間発生額7,263千円は「販

売費及び一般管理費」に、ま

た、過年度相当額194,309千円

のうち、当中間会計期間負担

額32,384千円は「特別損失」

に計上しております。 

 この結果、従来の方法に

よった場合に比べて営業利益

及び経常利益は7,263千円、税

引前中間純利益は39,647千円

それぞれ減少しております。                     

(5)役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金について

は、従来、支出時の費用とし

て処理しておりましたが、当

期から内規に基づく期末要支

給額を役員退職慰労引当金に

計上する方法に変更いたしま

した。 

 この変更は、近年の役員退

職慰労引当金設定の会計慣行

の定着化に鑑み、当期におけ

る「役員退職慰労金規程」の

新設を契機として、役員の在

任期間の長期化により金額的

重要性が増大する役員退職慰

労金負担額を役員の在任期間

に合理的に費用配分すること

により、期間損益の適正化及

び財務体質の健全化を図るた

めに行ったものであります。 

 この変更に伴い、当期発生

額14,526千円は「販売費及び

一般管理費」に、また、過年

度相当額194,309千円のうち、

当期負担額64,769千円は「特

別損失」に計上しておりま

す。 

この結果、従来の方法に

よった場合に比べて営業利益

及び経常利益は14,526千円、

税引前当期純利益は79,295千

円それぞれ減少しておりま

す。 

 (6)返品調整引当金 

 従来、返品に伴う損失は実

際返品受入時に費用計上して

おりましたが、販売チャネル

の多様化及び当中間会計期間

における取引形態の一部変更

に即応し、期間損益計算の適

正化及び財務内容の健全化を

図るために、当中間会計期間

から過去の返品実績率等に基

づき返品調整引当金を計上す

ることに変更いたしました。 

この変更により、従来と同

一の方法を採用した場合に比

べ、営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益はそれぞれ

11,000千円少なく計上されて

おります。 
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注 記 事 項          

（中間貸借対照表関係）       

期  別 
項  目 

当中間会計期間 
（平成15年９月30日） 

前中間会計期間 
（平成14年９月30日） 

前 事 業 年 度 
（平成15年３月31日） 

１．有形固定資産の減価償

却累計額 

315,188千円 259,612千円 288,963千円 

２．担保資産       

(1)担保に供している資産    

建 物 388,124千円 413,402千円 399,971千円 

土 地 1,242,410千円 1,242,410千円 1,242,410千円 

計 1,630,535千円 1,655,812千円 1,642,381千円 

(2)担保資産に対応する債務    

預 り 保 証 金 564,221千円 597,038千円 580,630千円 

 (注)預り保証金の契約金額 

    によっております。 

   

３．新株式払込金 新株式払込金は、旧商法第

280条ノ19 の規定に基づく新

株引受権の権利行使による新

株3,000株（1株の発行価額

921円）の払込によるもので

あります。 

なお、平成15年10月1日付で、

1,383千円を資本金に1,380千

円を資本準備金にそれぞれ繰

入れる予定であります。 

  

       

（中間損益計算書関係）       

期  別 
 
項  目 

当 中 間 会 計 期 間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前 中 間 会 計 期 間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１．  営業外収益のうち重要な

もの 

   

受 取 利 息 4,376千円 1,543千円 4,416千円 

不 動 産 賃 貸 料 52,872千円 52,872千円 105,744千円 

２．  営業外費用のうち重要な

もの 

   

支 払 利 息 6,045千円 6,400千円 11,413千円 

賃 貸 資 産 減 価 償 却 費 11,846千円 13,431千円 26,862千円 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ― 千円 11,030千円 18,010千円 

３．減価償却実施額    

有 形 固 定 資 産 26,225千円 28,911千円 58,262千円 

無 形 固 定 資 産 3,415千円 3,222千円 6,588千円 
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 （リ ー ス 取 引 関 係         ）     

当 中 間 会 計 期 間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前 中 間 会 計 期 間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 取得価額

相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高
相 当 額 

 
千円 千円 千円 

工具器具備品 13,920 4,640 9,280 

ソフトウェア 82,200 21,992 60,207 

合    計 96,120 26,632 69,487 
 

 

 取得価額

相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高
相 当 額 

 
千円 千円 千円 

工具器具備品 13,920 1,856 12,064 

ソフトウェア 82,200 5,552 76,647 

合    計 96,120 7,408 88,711 
 

 

 取得価額

相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 

相 当 額 

 
千円 千円 千円 

工具器具備品 13,920    3,248   10,672 

ソフトウェア 82,200   13,772   68,427 

合    計  96,120   17,020   79,099 
 

(注)取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

(注)  同 左 (注)取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 19,224千円  １年内 19,224千円  １年内 19,224千円  

１年超 50,263千円  １年超 69,487千円  １年超 59,875千円  

合 計 69,487千円  合 計 88,711千円  合 計 79,099千円  

(注)未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

(注)  同 左 (注)未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 9,612千円 支払リース料 6,736千円 支払リース料 16,348千円 

減価償却費相当額 9,612千円 減価償却費相当額 6,736千円 減価償却費相当額 16,348千円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同 左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

 

 

 

４．その他  

  該当事項はありません。 

 


